
　いつも局報「群星」をご愛読いただきありがとう
ございます。
　沖縄総合事務局広報誌第1号が発行されたの
は、昭和48年4月15日、本土に復帰して約1年後
の頃でした。発刊にあたり、当時の吉岡邦夫局長
は、「局報には局の仕事の紹介、進行の経過を掲
載するとともに職員にも投稿してもらい、総合事
務局全体の心のつながりの綱として利用してい
きたい」と述べています。
　以来、その想いを引き継ぎ、「群星」は本号で
404号を数えます。これまでの局報を読み返して
みますと、沖縄総合事務局の歩み、沖縄の復帰後
の振興開発の歴史を知る大きな手掛かりになっ
ています。
　振り返れば、この50年、多くの出来事がありま
した。昭和47年のドル経済から円経済への移行、
昭和49年の福地ダム完成、昭和50年の沖縄国際
海洋博覧会開催、昭和53年の道路交通方法の変
更、平成4年の首里城公園開園、平成5年のウリミ
バエの根絶、平成12年の九州・沖縄サミット首脳
会合、平成14年の沖縄美ら海水族館開園、令和2
年の那覇空港第二滑走路供用開始など、幾多の
出来事がありました。
　常に新しい課題に直面しながらも、5次にわた
る振興計画に基づく施策の推進と県民の不断の
努力が相まって、沖縄の経済社会は着実に発展し
てまいりました。
　沖縄総合事務局は、この50年間の成果を基礎
として、沖縄の発展のため職員一同一丸となっ
て、一層の努力を続けてまいりますので、県民の
皆様の変わらぬ御支援をお願い申し上げます。
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１９５２年（昭和２７年）

昭和27年7月、
日本政府は総理
府南方連絡事務
局の出先機関と
して那覇日本政
府南方連絡事務
所を設置。
当初は､米側機
関との連絡や
渡航証明等を
実施。後に米国民政府との協議機能が追加された。（那覇市歴史
博物館所蔵）

１９７３年（昭和４８年）

昭和48年11月
26日。琉海ビル
陥没事故。（沖
縄建設新聞所
蔵）
那覇市前島の
建設現場で大
規模な道路陥没
事故が発生。長
さ約100ｍ、幅約
50ｍにわたる大規模なもので、国道も１車線の幅を残すのみとなり、周
囲のアパートや民家、駐車中の乗用車約10台が転落した。

１９７２年（昭和４７年）

昭和47年5月15
日。沖縄の本土復
帰。那覇市民会
館で開催された
新沖縄県発足式
典の様子。屋良
朝苗知事が沖縄
県発足宣言を行
い式辞を述べ、山
中貞則国務大臣
（初代沖縄開発庁長官）による祝辞が送られた。（沖縄県公文書館所蔵）

昭和47年5月15日。沖縄総合事
務局設置。当時の沖縄は、社
会経済のあらゆる面で本土と
の格差があり、社会資本の整
備も遅れていた。沖縄の経済
や社会発展のための事業を推
進する機関として沖縄開発庁
が設置。現地には沖縄総合事
務局が設置され、琉球政府、
USCAR(琉球列島米国民政
府）、沖縄・北方対策庁沖縄事務局からの職員、中央省庁からの出向
者など810名でスタートした。

１９７１年（昭和４６年）

昭和46年10月9
日。通貨確認。
手持ちドルの確
認のため、銀行
に並 ぶ 行 列 。
（沖縄県公文書
館所蔵）
「米ドルと金との
交換の停止（ニ
クソンショック）」
により、1ドル360円に固定されていた為替レートは徐々に切り上
がった。通貨交換時（復帰時）の差損を補償するため、ドルの個人
保有確認作業が実施された。

１９６５年（昭和４０年）

昭和40年8月19
日
佐藤栄作総理
大臣がアメリカ
施政権下の沖
縄を訪問。
那覇空港で「沖
縄の祖国復帰
が実現しない限
り、日本にとって
戦後は終わっていない」と述べた。昭和44年11月の日米首脳会談
で昭和47年中の沖縄返還実現について合意。
昭和47年5月15日沖縄は日本に返還された。（沖縄県公文書館所蔵）

１９７０年（昭和45年）

昭和45年5月19
日。那覇空港に
て山中貞則総
理府総務長官
を迎える屋良朝
苗琉球政府行
政主席。
（沖縄県公文書
館所蔵）

通貨確認作業を
視察する山中貞
則総理府総務
長官。（沖縄県公
文書館所蔵）。
国内外から差額
を狙った投機の
動きを招くおそ
れがあったため、
琉球政府と日本
国政府が極秘に通貨確認Ｘデーを設定し（10月9日）、県民のドルの保
有確認を行い、確認分について、復帰時の交換レートと360円との差額
を補償することとした。

通貨切替用の
円を、那覇港か
ら日銀那覇支店
まで輸送するト
ラック。
540億円の紙幣
と硬貨が、160個
余りのコンテナに
詰められ東京か
ら沖縄に運ばれ
てきた。昭和47年5月2日の写真（沖縄県公文書館所蔵）

写
真
で
振
り
返
る
沖
縄
総
合
事
務
局
の
歩
み

プ
ロ
ロ
ー
グ


